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Abstract 1 はじめに国際産業連関データベース構築の目的の第1は、各国の産業連関表および各種統計をも

とに相互の交易の計測を行い、それらを連結した国際産業連関表の継続的な作成を支援すること
にある。第2は、その結果として得られた国際産業連関表を用い、生産、雇用、環境などの分析を
通じて世界の産業構造を把握し、より望ましい産業構造の在り方を提言するために、データ活用
とその処理の基盤を整えることである。今日、国際産業連関表を用いた分析は多くの分野で幅広
く行われている。そして、分析の対象となる国際産業連関表は時とともに増え、分析内容は多様
さを増している。国際産業連関分析に限らず一般に実証分析の第一歩はデータの入手であり、分
析にコンピュータを用いることが普通となった今日ではその入力で始まる。そしてこの作業に多
くの時間と費用を必要とすることが常である。この解決策の一つがデータベースの構築とその利
用である。実証分析で主に利用するデータは統計データである。しかし、統計データのデータベ
ース化は遅れている。多くの機関はそれぞれの研究目的に則した部分や専門とする分野について
はデータベース化を図っているが、それぞれは固有の構造であるために、個別に利用することは
可能であっても、それらを連結して利用することは困難であることが多い。総合的な統計データ
ベースの構築が難行しているのは、その分類体系が複雑で各種統計間で錯綜しており、また構造
的でなくかつそれが頻繁に改定されるために厳密な意味での継続が保証されないことにある。横
断面データと時系列データの存在もその原因の一つである。経済統計における分類の決定は重要
である。成長する経済に合わせて、そのときの経済状況に合った分類に改められる。これまで使
われてきた商品分類がなくなり、新たな商品分類が新設される。また同じ商品分類であっても、
その中に入る商品構成が変わる。統計の時系列および横断面の接合は、この意味において多くの
困難をともなう。ある年次の知識が別の年次にそのまま利用できることは稀有と言えよう。各国
の経済活動規模や発展状況には様々な違いがあり、統計環境や統計整備の水準も様々である状況
では、その困難さは一層ます。各種統計は業務統計もあるが調査に基づくものが多く、また悉皆
調査は少なく、多くが標本調査である。このような状況下において貴重な調査結果を最大限に利
用しようとすれば、分類体系は個々の調査の目的に準拠せざるを得ないと言える。無理矢理画一
的な分類体系に組み換えようとすれば、調整分類値などが増加してその統計の本来の目的を損な
うことになる。複数の利用者と複数の利用目的を可能にする「共用利用」と、コンピュータやそ
のプログラムの細部にわたる物理的性質に依存しない「データ独立」を念頭に置き、データベー
スの在り方について考察する。一般的にデータベースとは、データの蓄積、検索を簡便にかつ経
済的に行える情報管理技術である。これに対し、データバンクは蓄積する情報の内容だけがその
対象となるものであり、データベースと区別しなければならない。この意味においても、データ
ベースはデータベースシステムdata basesystem、以下DBS、と呼ぶ方が適切である。したがって
、広範なデータの簡明な整備、各種統計の時々刻々と変化する分類の柔軟な対応、それらに対し
てのデータ処理の充実、データの利用度の向上を図るための運用機構を含めたDBSの検討が重要
になる。
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国際産業連関データベースに関する考察

新井 益洋*

平成10年2月20日

1 は じめに

 国際産業連関データベース構築の目的の第1は 、各国の産業連関表および各種統計をもとに相互

の交易の計測を行い、それらを連結 した国際産業連関表の継続的な作成を支援することにある。第2

は、その結果として得られた国際産業連関表を用い、生産、雇用、環境などの分析を通じて世界の産

業構造を把握 し、より望ましい産業構造の在 り方を提言するために、データ活用とその処理の基盤を

整えることである。

 今 日、国際産業連関表を用いた分析は多くの分野で幅広く行われている。そして、分析の対象とな

る国際産業連関表は時とともに増え、分析内容は多様 さを増 している。国際産業連関分析に限らず一

般に実証分析の第一歩はデータの入手であり、分析にコンピュータを用いることが普通となった今日

ではその入力で始まる。そしてこの作業に多くの時間と費用を必要とすることが常である。この解決

策の一つがデータベ ースの構築とその利用である。

 実証分析で主に利用するデータは統計データである。 しかし、統計データのデータベース化は遅

れている。多くの機関はそれぞれの研究目的に則 した部分や専門とする分野についてはデータベー

ス化を図っているが、それぞれは固有の構造であるために、個別に利用することは可能であっても、

それらを連結 して利用することは困難であることが多い。

 総合的な統計データベースの構築が難行 しているのは、その分類体系が複雑で各種統計間で錯綜

してお り、また構造的でなくかつそれが頻繁に改定されるために厳密な意味での継続が保証されない

ことにある。横断面データと時系列データの存在もその原因の一つである。

 経済統計における分類の決定は重要である。成長する経済に合わせて、そのときの経済状況に合っ

た分類に改められる。これまで使われてきた商品分類がなくなり、新たな商品分類が新設される。ま

た同じ商品分類であっても、その中に入る商品構成が変わる。統計の時系列および横断面の接合は、

この意味において多くの困難をともなう。ある年次の知識が別の年次にそのまま利用できることは稀

有と言えよう。各国の経済活動規模や発展状況には様々な違いがあり、統計環境や統計整備の水準も

様々である状況では、その困難さは一層ます。

 各種統計は業務統計もあるが調査に基づくものが多く、また悉皆調査は少なく、多くが標本調査で

ある。このような状況下において貴重な調査結果を最大限に利用 しようとすれば、分類体系は個々の

調査の目的に準拠せざるを得ないと言える。無理矢理画一的な分類体系に組み換えようとすれば、調

整分類値などが増加 してその統計の本来の目的を損な うことになる。複数の利用者と複数の利用目
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的を可能にす る 「共用利用」と、コンピュー タやそのプログラムの細部にわたる物理的性質に依存 し

ない 「デー タ独立」を念頭 に置き、デー タベースの在 り方について考察す る。

 一般的にデータベースとは、データの蓄積、検索を簡便にかつ経済的に行えう情報管理技術である。
これに対 し、データバ ンクは蓄積す る情報 の内容 だけがその対象 とな るものであ り、データベース

と区別 しなけれ ばならない。 この意味においても、デー タベースはデー タベースシステムdata base

system、 以下DBS、 と呼ぶ方が適切である。 したがって、広範 なデー タの簡明な整備、各種統計の

時々刻々と変化す る分類 の柔軟な対応 、それ らに対 してのデータ処理の充実、デー タの利用度 の向上

を図るための運用機構 を含 めたDBSの 検討が重要 になる。

2 基本構想

 DBSは 様々な分野において考えられている。あらゆる目的に対応できるDBSは 理想ではある
が、技術的にも経済的にも容易ではなく、利用目的に則 したDBSの 構築は半ばやむをえないと言え

よう。ここでは、国際産業連関データベースの構築を目指し、関連する多種多様な経済諸統計データ
の扱いについて検討する。

 DBSの 構築は多くの利用を前提 とする。データベースの作成提供者は、この構想をさまざまな
制約の中でどこまで達成することが可能かを考えることになる。これを踏まえて利用者の立場から、
次のような構想のもとに整備されることが望ましい。

 ・利用できるデータが豊富である

・データが常に最新の状態に更新されている

・利用したいデータの検索が簡単にできる

 ・検索したデータの表示 ・印刷 ・集計などが容易にできる

 ・検索データを利用者のコンピュータ環境の中に自由に取り込める

 ・利用料金が不要または廉価である。

また、データベースを管理 していく立場からすれば 検討すべき事項は次のように整理できる。

 ・維持 ・管理のための人員と費用の確保

・関連 ソフ トウェアの作成 と整備

・ メイ ンサーバの能力確保

・通信網の整備

・著作権問題の解決

・利用者への課金の検討

 実データは統計表や磁気テープに収められたデータが持つ構造や形式のままでファイル化するこ
とを基本 とする。もちろん後の利用を考慮 して使いやすい形式に組み換えることは一向に差 し支え

ない。分類体系の調整に多くの時間を費やすよりも、あるがままの状態でデータをコンピュ一タ可読
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な形にす ることを優先 させ る。DBSは 、処理過程で得 られ る加エデータも含 めどのようなデータで

も登録す ることができ、またそれ らは 自由に利用で きるよ うに しなけれ ばならない。

 考慮 しなけれ ばな らないもう一つの重要な課題は、スプ レッ ドシー トを代表 とする様々な応用 プロ

グラムの活用を図るためのDBSの 在 り方である。応用プ ログラムは何 らかの結果 を出すために必

ずデータを必要 とす る。そ して、その結果を用いて他の応用 プログラムで別の処理 を行 うこともあ

る。 このため、DBSは 多 くの応用プログラム との連携 を前提に した、またそれ が容易であるように

設計をす る必要がある。データ構造 を簡明にすることは、それを可能にす る必要条件 と言 えよう。

2.1 デー タの蓄積 と更新

 一っのファイルにまとめるデータの単位は、これからの利用の仕方を考慮 して決めることになる。

例えば、数年次の横断面データがあるとき、各年ごとにファイル名を変えてそれぞれのデータを格納

するか、データ内に年次項目を入れ数年次のデータを一つのファイルで格納するかは研究 ・分析 目的

によって扱いやすい形を選択する。データの蓄積は、研究 ・分析を通 して作成され使用されたデータ

と文書が残 されて行くことによって自動的に形成 される。蓄積だけのために、利用予定のないデータ

を入力する必要はない。

 デsタ の更新は、データの価値を維持するために欠かせない作業である。更新 されないデータは、

整備 しないために錆びついた使用不能な機械 と同じであり、その価値を失う。DBS構 築の初期は、

構築動機や利用目的があるためにデータはきちんとしている。しかし、所期の研究 ・分析が一段落す

ると、データ更新作業が放棄されてしまうことが常である。後日そのデータを使用する計画があって

も、更新作業は地味でありまた大変であるために連続的な更新を諦め、使用時にまとめて行われるこ

とが現実である。

 これが研究者個人でのデータ維持の現実であり、その脆 さである。錆びついた機械でも整備すれば

使用可能であり、その整備費用は新たに購入するよりは安いであろう。未更新データでも、蓄積部分

があればその更新に要する時間や労力は少なくて済む。このとき蓄積データと原統計との対応が容

易であれば、効率的な更新を行うことができる。ファイル化のデータ構造を原統計に準拠させる理由

がここにもある。

2.2 デー タの検 索

 蓄積データの検索は重要な機能である。データベースが成熟するにしたがい、利用者は増えてい

く。利用者は利用マニュアルを読み、蓄積データの種類や内容を確認 してからデータを取 り出すとい

う面倒な手順を好まない。データの検索には2通 りある。第1は 、具体的な統計名や系列名を知って

検索する場合である。この時でさえも利用者は利用マニュアルか らデ』タの系列コー ドを調べその

データを取り出 しはしないであろう。メニュー画面の操作で目的とするデータに到達することを望

む。第2は 、具体的な統計名や系列名を知らないで、漠然とした統計データ用語で検索 し、利用可能

なデータの候補を知り、その中から適当なデータを見つけようとする場合である。いずれの場合もか

なり親切な検索システムを提供する必要がある。検索が容易になれば利用頻度は高まることになる。

 検索用キーワー ドを提供する内容は、収録年次、出所統計名、発行者、収録 している内容や概念、

部門コー ド、部門名称、さらに項目構成などを網羅 しなければならない。その与え方には一定の基準

を作る必要がある。また、検索の結果、その表についての詳細な解説が必要となる。それは価格評
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価、単位、過去の表 との関連性や利用上の注意、GNP統 計 との整合性に関す る説明な どについてで

ある。

3 国際産業連関モデル

 国際産業連関データベースの中心は産業連関表であり、これに貿易、労働、環境など様々な経済統
計デ…タが連結している。本節では、国際産業連関データベースの構築によって達成される研究およ

び分析の基になる国際産業連関モデルについてその要点を整理 してお く。

 産業連関表は経済循環を構成する要素の一つである産業間の生産活動における財 ・サービスの取引
構造を明示 したものである。このとき表の形式として、明示する生産活動の地域の扱いによって地域

内産業連関表と地域間産業連関表に分けられ、また明示 した生産活動の地域外からの財 ・サービスの

取扱いによって、競争輸入型と非競争輸入型に分けられる。

3.1 地域 内産 業連 関 表 と地域 間産 業連 関 表

 地域内産業連関表(地域内表)は 、明示する生産活動の地域を一つにした表である。その地域は国
であることが多いが、国内の一地域を扱う地域表も多くある。 日本においては、全国基本表は前者、

都道府県表は後者の代表である。複数の県をまとめ一つの地域としたり、場合によっては複数の国を
一地域にまとめることも分析 目的によっては考えられる

。地域の範囲は分析目的や利用できる資料に

よって定めるものであり、国境とか行政区分に限定する必要はない。

 地域間産業連関表(地域間表)は 生産活動の地域を二つ以上に分割明示 した表であり、基本的には、
各地域に同じ産業部門を置き、自地域だけでなく他地域も含めた多くの産業間における財貨 ・サー ビ

スの取引構造の明示となる。したがって表側と表頭には地域数×産業部門数だけの部門が並んだ大き

な表になる。中間取引部分は、対角部分に自地域の財 ・サービスの取引構造が示され、非対角部分は
他地域との間の財 ・サービスの取引としての交易が示されることになる。この非対角部分を行方向に

みれば、各地域が生産 した財 ・サービスの販路 としての移出 ・輸出であり、列方向にみればそれは移

入 ・輸入である。

 地域間表は、分析目的に応 じた地域を連結させることにより、その地域間の生産活動にともなう

財 ・サー ビスの取引を内生化 し、相互の依存関係を正確に捉えることを可能にしている。今日のよ

うに海外投資や国際分業が盛んになってくると、地域間表による分析の方がより有効なことが多い。
地域間表の作成に際 しては、関係地域の地域内表の存在は必須である。

3.2 競 争輸 入 型 と非競 争 輸入 型

 全世界を一つの地域とする地域内表を除き、地域内表であれ地域間表であれ、産業間の生産活動に
必要なあらゆる財 ・サービスが、そこに取上げた地域だけで完結することはなく、'その他地域との取

引がどうしても必要になってくる。それが国間取引であれば輸出 ・輸入であり、国内地域間取引であ

れば移出 ・移入となる。この移輸入の明示方法によって、産業連関表は競争輸入表 と非競争輸入表に

分けられる。前者は移輸入の財のすべてを国内の財 と全く同様のものとして扱い、後者は同種のもの

であってもすべて独 自の異なる商品として扱 う。現実の取引には、前者に分類される商品と後者に分

類される商品が存在 し、その構造は錯綜している。厳密な取引の明示を求めるならば後者になるが、
その計測には多くの困難がともなう。利用できる資料によっては、両者の混合型もある。
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3.3 モ'アル

 国際産業連関表は域間表の形式をとり、対象 とする地域に幾つかの国あるいは特別な地域を当て
ることになる。地域間表は自地域内の財 ・サービスの取引だけでなく、相互に関連 し合 う地域間の取

引を精緻に表現することにより、広域的な産業構造の把握とその分析を可能にする。したがって国際

産業連関表は、一般的には表側と表頭に国数×産業部門数だけの部門が並ぶ。

 地域間産業連関表として最初に提案されたモデルはアイサー ドによるものである。ある地域で生

産された財 と他の地域で生産された財は、同種のものであっても独 自の商品であるとして、明確に

区別するという考え方に基づく非競争輸入モデルであり、このモデルの最も基本 となるものである。
しかし、理想的ではあるが、地域間の取引行列の計測ために利用できる資料は乏 しく、現実への適用
には多くの困難をともなう。

 チェネリー ・モーゼスは、地域間の取引行列の計測に簡略化を試み、現実への適用を容易にしてい
る。それは地域間での各産業の財ごとに需要総額で各地域の移輸入額を割った地域別交易係数の概念

の導入である。チェネ リー ・モーゼス型モデルでも、この交易係数を中間需要と最終需要の合計で求

めるモデルと、両者を別々に求めるモデルがあり、計測が可能であれば、後者の方が前者に比べその

ための作業量は増すが、より望ましいと言えよう。

 国際産業連関表に採用すべきモデルの決定には、理論的一般性 と分析 目的が重要な要素であるが、
利用可能な資料の制約も十分考慮 しなければならない。む しろ計測に耐え得る資料の有無が採用モ

デルを決定することになる。

3.4 コ ンパ イ レー シ ョン

 本論では、現実への適用可能な国際産業連関モデル として、中間需要と最終需要の交易係数を別々
に求めるチェネ リー ・モーゼス型モデルを採用 し、地域数をmと し、各地域の産業をn部 門とした

国際産業連関モデルを整理する。対象としているm地 域以外の地域からの輸入は、非競争輸入型を

用い中間投入 として表わす方法もあるが、ここでは競争輸入型を採用する。

 第r地 域における第ブ産業の生産額をX∫、第ゴ産業の生産に必要な第2産業の生産物投入額を婿ゴと
すれば、投入係数は,

   r 殤

   t7 Xr9

であ り、r地 域の投入係数行列Arは 、

      all a12”'alnAr_a21 a22”'a2nr r rand ant”'ann

である。第r地 域の生産額ベクトルXr、 本モデルが対象 としているm地 域以外への輸出額ベク トル

Er、 最終需要項 目数をpと するときの最終需要行列Frを 次式で与える。
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Xi
 ei fii fizXr X2 Err e2 Fr_f21 f22Xn en fnl fn2.11

そ して、m地 域に拡張 した次の行列お よびベク トルを定義す る。

A一際u剥,X-1劃

一1鴛lll卜際11

 地域 間の中間需 要交易係 数行列 をT”9と す る。ただ し、r(r=1,.,,,m)は 財 ・サー ビスの生産

地域であ り、8(s=1,_,m)は 財 ・サー ビスの需要地域 である。 この行列は対角行列 であ り、第2

産業の中間需要 につ いて、需要地域8の 需要総額 に占めるr地 域の供給割合trsaを要素 としてお り、

Σ匙1オτ・=1,(i=1,_,n;8=1_.,m)で ある。 rと8が 一致するときは、自地域の取引であ り、充

足率 となる。

弾 一に 腿1,㌃ 「Tll T12... T+lmT21 T22... T2m

Tml Tm2,,, Tmm

同様にして、地域間の最終需要交易係数に関して、次の行列を定義する。、

       0  0 … hran       H”ｰ1 Hm2.… Hmm

当然 、hrstiは、第2産 業生産物の最終需要について、需要地域8の 最終需要総額に占めるr地 域生産物

の供給割合であ り、Σ匙1んτ8=1,(i=1,.,.,n;s=1 ....,m)で あ る。

 第r地 域の本モデル の対象m地 域以外の地域か らの第2産 業の輸入額を1711と し、それ を 自地域 の

同産業の中間需要 よび最終需要合計で除 した値:を輸入係 miと する。,そ為 を対角要素 とした輸入係

数行列をMT、 自地域の輸入ベク トル をMTと すれ1ま、次式 脅 うる。 ただ し、 z=[1…1]'で ある。

  嚇=一 塔 一 璽 一 ・p一

     オ写「Σ 鳩+rr rhi .fik
      j=1      k-1

his

 OO h29Hrs=

00…1

,

ー π一縢 多;:…
Hlm

H2m

Kmm

6



M-llレ柵 濃1

   Mr e Mr[7「rrArXr十Hrr.Frz]

さ らに、 これ をm地 域 に拡 張す れ ぼ 、

M-1蕊卜 際 引

となる。

 以上か ら、モデルのバランスは、

   TAX I一一HFz十Ez-M=X

   TAX十HFz十Ez-M(TAX十HFz)=X

とな り、 これか ら次式を導出す ることができる。

   [1一(1-M)TA]X=(1-1Vl)HFz十Ez

  x=[1一(1-M)丁 刈 一1[(1-M)HFz+.Ez]

3.5 分 析

(1)生 産誘発額

産業連関表を用いた分析モデル には次の3つ の仮定をお く。それは、結合生産は存在 しない、生産技

術は規模 に関 して収穫一定である、産業の活動は相互に外部効果を持たない、である。 このもとで、

最も広 く利用 されている均衡産出高モデル は、最終需要額の変化△Fが 与え られ たとすれば、経済全

体への波及効果の結果 としての生産誘発額ベ ク トルムXは 次式で求 めることがで きる。

  OX=[1一(1-1V1)TA]一1(1-1Vl)HOFz

また、輸出額の変化△Eに よるときは次式で求 める。

  OX=[1一(1-1V1)TA)一10Ez

(2)雇 用誘発量

最終需要額あるいは輸出額の変化による生産誘発額 △Xか ら雇用の誘発量を知 るためには以下のよ

うにする。第r地 域の第ゴ部門の雇用者数 を生産額 で除 した雇用係数をlrとすれ ば、第r地 域の雇用誘

発量△Lは 次式で求め られ る。
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一1＼1「OXIOX2

0Xn

(3)CO2排 出量

同様 に して、最終需要額あるいは輸出額 の変化 による生産誘発額か らCO2排 出量 を知ることができ

る。利用エネルギー をq品 目とし、第 んエネル ギーの物量単位 当た りCO2排 出係数 を 砿 とす る。 こ

の係数は全地域共通の技術係数である。また、第r地 域の第 ゴ産業 の第 κエネル ギーの投入係数 をgry.kj

とす る。このマ トリックスは、利用エネルギー品 目がq、 産業数がnで あるとき(q×n)の 大きさであ

る。第r地 域の生産誘発額 △Xrと すれば、 CO2排 出量△crは 次式で求まる。

一 齢 北:9ia”'ginC22...92n

gq2... Cqn「 劃

同様 にして、SOSあ るいはNOxに ついて も求 めることがで きる。

4 データの構造

4.1 フ ァ イ ル の 構 成

 DBSの 対象 となるデータは、検索情報、解説、利用説明、更新情報を記録する 「文書データ」、

利用 に必要なデー タの属性情報 を記録する 「属性デー タ」、目的データである 「主データ」で構成 し、

この纏 りをデータファイルdata fileと呼ぶ。

 データファイルは、分析の都合 あるいは管理の都合か ら、複数のデータファイルを同一ファイル と

した方が便利な ときがある。 このときは、物理的な1フ ァイル内にメンバー と呼ぶ単位 で複数のデー

タファイルを格納できる構造にす る。それぞれのデータファイルにはメンバー名 を付 け識別できるよ

うにす る。 メンバー構造の ときは、メンバー名 をファイル名 の直後に丸括弧で括 って指定 し、メン

バー構造でない ときは、ファイル名 のみを指定す る。

 主デー タの構成 単位 をレコー ドrecordと 呼び、その レコー ドは複数 のフィール ドfieldで 構成す

る。 フィール ドの内容 には様々な種別のデータが考 えられ るが、それ らをコー ド、記述、期、数値の

何れか とし、この種別を項 目itemと 称す る。一つのデータファイルの レコー ドにおけるフィール ド

の構成項 目とその順序 は同一 とす る。また、任意の レコー ドを取 り出 した とき、その レコー ドの内容

がそこに記録 された フィール ドだけで完全に識別できるように項 目の構成を行 う。

 属性データには、主デ......タの処理時に必要 となる情報を与 える。そ こには、フィール ドを区切 る

フィール ド区切記号、各 フィール ドに対 して、 フィ,ｮ.ルド名称 と項 目の種別や単位 などを与える。

 「文書デー タ」は、検索情報、デー タの収録期間、出所統計 ・発行者、収録内容および概念、な ど

の解説 、利用説明、更新情報 、部門 コー ド,部 門名称,項 目構成な どを記録する。記録形式について

は一定の基準を設ける必要がある。
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データファイル

$filename filename(membername) フ ァ イル 名 (メ ンバ ー 名)

$$

$keyword

$dataperiod

$datasource

$exp l anat i on

$guide

$updatinginformation

$$

$fieldsepalator  seP

$nooffields  not

$$

$fieldl namel  itemclsl  nnitl

$field2  name2  itemcls,2  unit,2

data

ノ=ieldl,プ=ield,2,…

$end

コメン ト

検索用キー ワー ド

データ収録期間

出所統計

解説

利用ガイ ド

更新情報

コメン ト

フィール ドの区切記号

フィール ドの数

コメン ト

フィール ド1の 属性

フィール ド2の 名称 と項 目種別

主デー タの開始

主データの終了

4.2 項 目の 種 別 と注 釈

 :コー ドcodeは 空白を含まない文字列で、文字種は英数字お よび特殊文字 とす る。ただ し、フィール

ド区切記号を含まないようにする。数字だけで構成するコー ドも有効 とする。匚例]CO15095112030

345#12 00-14 15-64 012.081

 記 述descripti。nは 任意 の文宇 列 とす る。 二重 引用 符 「”,,」 また は単一 引用 符 「,・」 で括 る。

[例]”producers'capitall・ ・sector 12・

 期periodは 年、期、月、 日、時刻などを表す ものである。階級 などを表すのに用 いることもで

きる。数字を小数点・斜線、ハイフン、コロン、英字 などの文字で用い、同 じ文字を同 じ位置に挿入

す る。この中の数字だけが有効 な情報であ り、他を無視する。数字部分の桁数は9桁 以内 とする。9

桁を越 えるときは幾つかのフィール ドに分割す る。[例]1g751g80.0411/07/1gg51gg5-11-07

15:30 92.2Y1985CQ2

 数値valueに は実数型と整数型がある。実数型はその有効桁数を15桁 以内とし、整数型は9桁

以 内 とす る。欠 損値 の記 述 はで きる もの とす る。 数値 の形 式 を成 して いな い記述 を欠 損値 とす る。 例

え ば 「..」、 「x」な ど。[例]123-12345.212.34D7-56 .7E。8+789..(欠 損 値)
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 以上の項 目とは完全に独立な注釈 を自由な位置に挿入できるようにす る。注釈は記号 「/*」と 「*/」

で括 られた部分 とし、すべ てに優先 させ る。

4.3 読 込 ・書 出モ ジュール

 この構造を持つファイルの読込みと書出しのために、利用しやすい専用のモジュールを準備する。

5 関連統計

5.1 産 業連 関 表

 産業連関表データは代表的なクロスセクションデータの一つであり、世界の多くの国が定期的に作

成 し公表している。日本においても全省庁で5年 毎に作成される基本表をはじめ、通商産業省が作成

している延長表や国際産業連関表、通産局が作成 している地域間産業連関表、各都道府県が作成 して

いる地域産業連関表などその数は膨大である。さらに、各表とも分析 し易い大きさに統合 した表も数

種類公表されているからその数はさらに増える。

 全省庁による基本表は各セルごとに各種マージンや輸入額も推計されているので、表12枚 分のデー

タ量になる。各種付帯表も数多くある。このように、産業連関表は種類も多く、またそれぞれの表の

サイズは小さなものから大きなものまであり、多くの記憶空間が必要となる。勿論、小さな表は大き

な表を統合することによって作成可能であるが、統合とい うステップを踏まなければならない。

 記憶空間を節約するためには、データベースとして持つ表と、統合で対処する表とを峻別すること
になろう。産業連関表DBSの 構築は、著作権の問題がクリアされれば、比較的実現可能性の高い素

材であると考えられる。新 しい表が発表 されれば、それを追加蓄積するだけでよい。既発表の表は更

新されることはなく、利用も常にある。

5.2 貿 易統計

 各国が持つ輸出および輸入統計をその相手国別に収集する。多くの場合、二国間の輸出額と輸入額
は整合的でない。これは各国の商品分類の基準が違 うことと、各国の統計作成の時間の相違によるこ

とに起因する。輸出入額においては為替 レー トの変動も大きな影響を与える。

 国際産業連関表のコンパイ レーションでは、これ らの差異を調整 していかなければならない。国
際産業連関データベースとしては、貿易統計に関して、必要かつ利用可能なデータを確実に収集 し、
商品分類間の対応を正しく処理できることを可能にする必要がある。

5.3 環 境統 計

 産業活動に伴 うエネルギーの使用量を把握する必要がある。このためには、各国別に産業連関表の
付帯表 として、各産業別のエネルギー品 目別投入係数 を計測 しておかなけれ ばな らない。エネルギー

源 と しては、固形燃料 、石油お よび天然ガス、石油製品、電力が主要なものである。また電力発電に

ついては、水力、原子力、石炭火力、重油火力などの構成比 も重要なデー タとなる。
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6 データ処理

6.1 デー タの集 計

 検索データが月次のときもあれば四半期のときもある。月次データを四半期あるいは年次に変換し
たい、四半期データを年次に変換したいという要求はよくある。また、データには暦年や各種会計年
度などの属性もあり変換は多様である。各系列ごとに事前に月次 ・四半期 ・半年 ・年次など準備可能

な全系列を作成 して対応することも考えられるが、データの集計機構を準備する方が得策であろう。

 産業連関分析の中心となる部門は基本分類 とし、他の部門は適度に統合 とい う変則的な独自の部
門分類による統合を必要とする。部門分類の設定は分析を進める上で重要な決定であり、決定した部
門分類による統合表の作成は分析の重要な第一歩である。このために、基本表からの統合が自由にで
きるという機能は必須のものとなる。

6.2 ツール の整 備

 検索によって 目指すデータが発見できた場合、そこに格納されている分類と項 目の構成では使い
難いので組み換えをしたい、分析に必要な部分をそこから抽出したい、幾つかのファイルに分散され
ているデータを結合 したいなどの要求が起こる。また、使い慣れたデータでも研究 ・分析の内容に
よっては同様の要求が起こることもある。このような処理機能を持つデータ処理のツールの整備は、
このDBSの 要となる重要な課題である。また、他の応用プログラムとの連携に際 してのデータ交換

もツールが担 う重要な機能である。

 ツール の整備は大変であ り、また新 しい応用プ ログラム も次々と開発 され るので、一度にできるも
のではない。データ蓄積 と同様に、分析を通 して利用者によって開発 されたものを蓄積 し、それ を活
用 していくことになる。ただ、それぞれの使用方法が余 りに異なるとDBSと しての一貫性 を欠 き使

い難 くな るので、ある程度 の開発基準を設けることは必要であろう。他 の応用プログラム との接点 と

なるデータ交換は、すべてDBSデ ータを中心に行 うと効率的である。それは、幾つかの応用プ ログ

ラムを連携 させ る場合で も、それ ら相互間の専用デー タ交換プ ログラムを準備す る必要がな くなる

か らである。新 しい応用プ ログラムに対 して もDBSと のデータ交換だけを準備すれば
、これまで準

備 した全応用プログラムとの連携が可能 になる。

6.3 ダ ウン ロー ド

 データ利用の活性化を考慮すると、検索データは利用者個人の分析環境の中に自由に取 り込める
(ダウンロー ド)こ とが必須の条件になる。特に、スプ レッ ドシー トに必要なデータを簡単に取 り込

むことができれ ば、データベースの利用頻度 を高めることになる。また、多 目的な分析道具に対応で

きるダ ウンロー ド形式の標準化 の検討 も重要 となる。

6.4 応用 プ ログ ラム との連携

 一つの応用プログラムがあらゆる機能を装備することは不可能なことではないが、その開発に要す
る時間や費用は計 り知れないものがある。分析システムは単体での完成を目指すのではなく

、既存の
有用な応用プログラムの活用を前提に し、それらとの有機的連携を図る方法での開発が得策である

。
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 産業連関分析システムはDBSの データを使用 して数値結果を得るまでが主たる役割である。そ
の後の数値結果の整理、すなわちプレゼンテーションとしての作表や作図などは、それぞれを得意と

する応用プログラムの活用を図った方がよい。当然のことながら、より効率的に行 う処理や特殊な計

算のために応用プログラムを用いることも大いにあるであろう。

 応用プログラムはそれぞれ独自のデータファイルを展開 してお り、ごく一部を除いて、ファイルの

互換性はない。これは各応用プログラムの独立性と処理の効率性の追求によるものであり、当然のこ

とである。幾っかの応用プログラムを連携 して使用 したいときは、それぞれの書き出せる形式と読み

込める形式を模索 し、データ交換をすることになる。上述のように、この処理をそれぞれの二者間で

行っていくことは得策でない。

6.5 産 業連 関分 析 シス テ 厶の基 本機 能

 産業連関分析は多様である。使用する産業連関表と部門の決定、それに基づいた部門統合、様々な

前提 ・仮定のもとに与えるデータの設定とモデル選択の試行錯誤、そ してその結果の整理とい う一連

の計算処理は極めて複雑で根気を要する作業である。産業連関分析システムに必要な基本的機能は、

データの読み込み、統合、画面表示 と編集、演算、結果の印刷と書き出しである。

 分析に必要な基礎データ、部門コー ド、部門名称などのデータの読み込みがその開始であり、その

形は行列やベク トルである。DBSの 産業連関表は、項 目の位置はどこでもよいが、行コー ド、列
コー ド、行番号、列番号およびそれに該当する幾つかの数値を持つものとする。またベク トルは、行

コー ドと行番号および数値、または列コー ドと列番号および数値を持つものとする。

 産業連関基本表などから分析に適合 した産業連関表を作成する機能がで統合ある。大部分の部門

は中分類2桁 で対応を付けられるが、一部の部門は基本分類6桁 あるいは7桁 で対応 させなければ

ならないことがよくある。原表と統合表の部門対応の指示を容易にすることが肝要である。行コー ド

あるいは列コー ドを持たないベク トルデvタ の統合も可能にしなければならない。統合結果は、行
コー ド、列コー ド、数値に加えて行番号、列番号も出力するものとする。

 会話型の利用が常態である今 日のコンピュータ環境では、各コマン ドごとにその処理内容を確認
して行かなければならない宿命にある。このために、分析中の結果の画面表示は欠かすことのできな

い機能である。表示対象は、数値だけでなくコー ドもあれば名称 もある。表示に際しては、縦方向や

横方向の画面スクロールに対 して、表示部分の行および列の部門コー ドや名称が常にわかるように

しておくことが大事である。画面編集は、画面表示に加えて任意のセルの値を入力 した り変更したり

する機能であ り、スプ レッ ドシー トの ようなもの と考えてよい。分析 を円滑に進 めるために是非とも

装備 したい機能である。

 演算は、行列演算およびスカラー演算が可能でなければならない。通常の行列演算の他に、対応す
る要素間の乗法と除法演算を追加 したい。また部門コー ドや部門名称などの文字列の処理も必要で

ある。投入係数の算出や列または行の構成比で按分するようなベク トルとスカラーの演算も多用さ

れる。関数処理として逆行列、転置行列、行和、列和、行構成比、列構成比、行和や列和の平均、対

角要素の処理、数値の整数値化など様々な処理に対する対応が必要となる。

 結果の印刷は、分析途中でも最終段階でも使用する。印刷だけでなく、ディスクへの書き出し機能

は重要である。それは、単なる結果の保存であったり、継続する分析のためのデータの保存であった

り、他の応用プログラムへの入カデータとなったりする。
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6.6 プ ロシー ジャの 利用

 分析にはその処理手順に定式部分が多い。生産誘発分析を見ても、輸入係数の算出、投入係数の算

出、逆行列の算出と進む。定式部分の処理コマン ド列を一度作成 しておき、使いたいときにそれを呼

び出すことにする。この処理コマンド列をプロシージャprocedureと 呼ぶ。分析表の部門数などは

利用者によって違い、その都度プロシージャを変更しなければならないのであればプロシージャの価

値は半減する。よく変わる部分を自動的に調整する記述の工夫が必要である。

 プロシージャの利用は定式化された処理だけのものではない。頻繁に使用する処理、定期的に行う
処理などとその用途は広い。実際、コマンドの一行一行を計算処理を進めながら打ち込むのは、簡単

な画面表示などは別つとして、時間がかかるばかりでなく入力の間違いも生 じ易 く、また気疲れもす

る。事前に1つ の独立したプロシージャとしてコマンド列を作成 し、それを実行 させるならば随分と

気が楽になる。プロシージャに間違いが発見されたならば、その部分だけを訂正し、それを再度実行

すればよいからである。プロシージャにしなければコマン ドのすべてを再び打ち込まなければなら

ない。

 プロシージャはテキス トファイル形式で ファイル化する。またプ ロシージャ内で別のプロシージャ

を呼び出す ことができるようにす る。テキス トファイル形式でのファイル化は通常のテキス トエデ ィ

ターで コマ ン ド列を編集できるので、簡便であ り現実的である。

6.7 コマ ン ドの 記 録

 コマン ドの記録は、キーボー ドか らの入力 コマ ン ドをすべてそのままテキス トファイル形式でファ

イルに書 き出 した ものである。

 コマン ドの記録 を行 う目的は次の通 りである。第1は 、処理内容 を確認す るために役 立つ。第2

は、書き出 されたファイルはそのままプ ロシージャとして使用 できるので処理を再現す るために用い

ることができる。 また後 日、同様 の分析 を行 うとき大いに役 立つ。第3は 、テキス トエディターを用

いて、不必要部分 を削除 し、漏れ た部分 を追加 し、誤 り部分 を訂正 し、ときには他のプロシージャと

の結合 を図れば、1つ の分析 をするためのプ ロシージャを容易 に作 り上げることができる。

7 今後の展望

 これ まで述べてきたことは、国際産業連関データベース構築の構想の基本 であ り、細部についての

考察はまだ十分 でない。実際に集 まって くるデータの構造、精度、諸統計 との整合性、データの大き

さなどに よって、改めていかな くてはな らない事項が多 く生 じてくるであろ う。暫 くは、実作業 を通

して、有効 なDBSを 目指すこ とになろ う。
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